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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第70期
第２四半期
連結累計期間

第71期
第２四半期
連結累計期間

第70期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 45,309 50,755 111,865

経常損益 (百万円) △1,026 △602 570

四半期(当期)純損益 (百万円) △1,083 △655 442

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) △1,084 △458 683

純資産額 (百万円) 10,227 11,536 11,995

総資産額 (百万円) 80,877 79,774 96,120

１株当たり四半期
(当期)純損益

(円) △8.97 △5.26 3.53

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― 2.30

自己資本比率 (％) 12.6 14.5 12.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,681 1,345 6,485

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △270 △47 △351

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △235 △6,316 683

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(百万円) 9,145 6,856 11,859

　

回次
第70期
第２四半期
連結会計期間

第71期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年７月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

１株当たり四半期
純損益

(円) △6.25 △3.65

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２  売上高には、消費税等は含まれていない。

３ 第70期第２四半期連結累計期間及び第71期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益については、１株当たり四半期純損失が計上されているため、記載していない。

　

２ 【事業の内容】
　

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。ま
た、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

 

１ 【事業等のリスク】
　

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有

価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

　なお、重要事象等は存在していない。

　

２ 【経営上の重要な契約等】
　

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであ
る。

　

　(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、消費増税前の駆け込み需要の後押し等によ
り、個人消費や住宅投資が堅調に推移し、また、東日本大震災からの復興需要に加え、緊急経済対
策の効果も一部見られ、概ね回復基調で推移した。
国内建設市場においては、民間建設投資は、震災後の停滞から住宅投資を中心に緩やかな回復が
見られ、政府建設投資では、復興に向けた補正予算の本格的な執行が顕在化するも、一方で継続す
る受注競争に加え、技術者・技能労働者不足及び資材費上昇の顕在化から、依然、不透明な状況と
なっている。
このような状況のもと、当第２四半期連結累計期間の連結業績については、売上高は507億円（前
年同四半期連結累計期間比12.0％増）、営業損益は２億円の損失（前年同四半期連結累計期間は５
億円の損失）、経常損益は６億円の損失（前年同四半期連結累計期間は10億円の損失）、四半期純
損益は６億円の損失（前年同四半期連結累計期間は10億円の損失）となった。
なお、当社グループの売上高は、下半期、特に第４四半期連結会計期間に集中する傾向があるこ
とから、業績に季節的変動がある。
　
報告セグメント別の業績は、次のとおりである。
　
(土木事業)
土木事業については、完成工事高は251億円（前年同四半期連結累計期間比1.6％減）、セグメ
ント利益は３億円（前年同四半期連結累計期間比33.0％増）となった。
　
(建築事業)
建築事業については、完成工事高は249億円（前年同四半期連結累計期間比29.6％増）、セグ
メント損益は３億円の損失（前年同四半期連結累計期間は２億円の損失）となった。

　
(開発事業等)
開発事業等については、開発事業等売上高は６億円（前年同四半期連結累計期間比31.8％
増）、セグメント利益は２億円（前年同四半期連結累計期間比173.6％増）となった。
　
（注）  セグメント別の記載において、売上高については「外部顧客への売上高」の金額を記載し

ており、セグメント損益については四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。
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当第２四半期連結会計期間末の財政状態は、資産は、現金預金50億円及び受取手形・完成工事未
収入金等86億円の減少等により、前連結会計年度末比163億円減の797億円となった。
負債は、支払手形・工事未払金等57億円及び短期借入金63億円の減少等により、前連結会計年度
末比158億円減の682億円となった。　
純資産は、四半期純損失６億円の計上及びその他有価証券評価差額金１億円の増加等により、前
連結会計年度末比４億円減の115億円となった。　
なお、自己資本比率は、前連結会計年度末比2.0ポイント増の14.5％となった。

　

　(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、主に売上債権の減少
及び仕入債務の減少等により13億円の資金増加（前年同四半期連結累計期間は46億円の資金増
加）、投資活動によるキャッシュ・フローは、無形固定資産の取得等により47百万円の資金減少
（前年同四半期連結累計期間は２億円の資金減少）、財務活動によるキャッシュ・フローは、短期
借入金の純減等により63億円の資金減少（前年同四半期連結累計期間は２億円の資金減少）となっ
た。
以上の結果、「現金及び現金同等物の四半期末残高」は、前連結会計年度末に比べ50億円減少
し、68億円となった。

　

　(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はな
い。

　

　(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費は133百万円であった。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

Ｂ種優先株式 3,300,000

Ｃ種優先株式 109,100,000

計 512,400,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 130,395,093 130,395,093
東京証券取引所
市場第一部

 単元株式数 100株
 （注）６

Ｂ種優先株式
（注）１

3,300,000 3,300,000 非上場・非登録
 単元株式数 500株
 （注）２、３、４、５、８

第一回Ｃ種優先株式
（注）１

6,500,000 6,500,000 非上場・非登録
 単元株式数 500株
 （注）２、３、４、５、９

第二回Ｃ種優先株式
（注）１

30,242,000 30,242,000 非上場・非登録
 単元株式数 500株
 （注）２、３、４、５、７、９

第三回Ｃ種優先株式
（注）１

23,251,000 23,251,000 非上場・非登録
 単元株式数 500株
 （注）２、３、４、５、９

計 193,688,093 193,688,093 ― ―

（注）

１ 優先株式は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等である。

２ 優先株式は、当社の普通株式の株価を基準として取得価額が修正され、取得と引換えに交付する普通株式が変動す

るが、その修正の時期、修正の基準及び取得価額の下限は以下のとおりである。

   なお、平成23年10月１日付で、当初取得価額を普通株式の併合に伴い、各々５倍に調整している。
　

種類 修正の時期 修正の基準 取得価額の下限

Ｂ種優先株式
平成22年10月１日以降平成
40年10月１日まで、毎年10
月１日

各取得価額修正日に先立つ
45取引日目に始まる30取引
日の株式会社東京証券取引
所における当社の普通株式
の普通取引の毎日の終値
（気配表示を含む。）の平
均値（終値のない日数を除
く。）

当初取得価額の80％に相当
する金額 140円

第一回Ｃ種優先株式
平成20年10月１日以降平成
34年９月30日まで、毎年10
月１日

当初取得価額の80％に相当
する金額 268円

第二回Ｃ種優先株式
平成21年10月１日以降平成
35年９月30日まで、毎年10
月１日

当初取得価額の75％に相当
する金額 252円

第三回Ｃ種優先株式
平成22年10月１日以降平成
36年９月30日まで、毎年10
月１日

当初取得価額の70％に相当
する金額 235円

　

３ 当社は、いつでも優先株式を買い入れ、これを株主に配当すべき利益をもって当該買入価額により消却することが

できる。

４ 優先株式の権利の行使に関する事項及び当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めはない。

５ 優先株式は、会社法第108条第１項に基づき、剰余金の配当及び残余財産の分配等について普通株式と異なる定めを

しているため、異なる数の単元株式数を定めており、また、株主総会において議決権を有していない。

    なお、会社法第322条第２項の規定による種類株主総会の決議を要しない旨を定款で定めていない。
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６ 提出日現在の普通株式発行数には、平成25年11月１日からこの四半期報告書提出日までの優先株式の取得請求権の

行使により発行された株式数は含まれていない。

７ 平成25年10月31日現在において、第二回Ｃ種優先株式の発行数には、6,000,000株の自己名義株式が含まれている。

８ Ｂ種優先株式の内容は次のとおりである。

(1) 優先配当金

① 優先配当金の計算

Ｂ種優先株式１株当たりの優先配当金（以下、「Ｂ種優先配当金」という。）の額は、Ｂ種優先株式の払込金額

（150円）にそれぞれの事業年度ごとに日本円TIBOR（６ヶ月物）＋2.0％の年率（以下、「Ｂ種配当年率」とい

う。）を乗じて算出した額とする。

Ｂ種優先配当金は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。計算の結果、優先配当金

が１株につき15円を超える場合は、15円とする。

Ｂ種配当年率は、％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

「年率修正日」は、平成15年４月１日及び、それ以降の毎年４月１日とする。当日が、銀行休業日の場合は前営

業日を年率修正日とする。

「日本円TIBOR（６ヶ月物）」は、平成14年７月31日（配当起算日）又は各年率修正日において、午前11時にお

ける日本円６ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会

によって公表される数値を指すものとする。

日本円TIBOR（６ヶ月物）が公表されていなければ、同日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）ロンドン時間

午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート（日本円LIBOR６ヶ月物）又はこ

れに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR（６ヶ月物）に代えて用いるものとする。

② 累積条項

ある事業年度においてＢ種優先株主に対して支払う剰余金の配当の額が上記①の計算の結果算出される金額に達

しない場合は、その不足額を翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以下、「Ｂ種優先株式累積未払配当

金」という。）については、Ｂ種優先配当金に先立って、これをＢ種優先株主に支払う。

③ 非参加条項

Ｂ種優先株主に対しては、Ｂ種優先配当金を超えて配当は行わない。

(2) 残余財産の分配

当社の残余財産を分配するときは、普通株主に先立ち、Ｂ種優先株主に対しＢ種優先株式１株につき150円並びに

Ｂ種優先株式累積未払配当金相当額を支払う。

Ｂ種優先株主に対しては、上記のほか、残余財産の分配は行わない。

(3) 消却

当社は、いつでもＢ種優先株式を買い入れ、これを株主に配当すべき利益をもって当該買入価額により消却する

ことができる。

(4) Ｂ種優先株式の取得条項に関する定め

当社は、Ｂ種優先株式について、平成17年10月１日以降会社が別に定める日が到来したときに、Ｂ種優先株式の

全部又は一部を取得することができる。一部の取得をするときは、抽選その他の方法により行う。

取得価額は１株につき150円並びにＢ種優先株式累積未払配当金にＢ種優先配当金の額を取得日の属する事業年度

の初日から取得日までの日数（初日及び取得日を含む。）で日割り計算した額を加算した額とする。

取得を請求することのできる期間中に取得請求のなかったＢ種優先株式については、同期間の末日の翌日（以

下、「一斉取得日」という。）に当社が当該株式の全部を取得するのと引換えに、Ｂ種優先株主に対し、Ｂ種優

先株式１株の払込金相当額を一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所におけ

る当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）で除して

得られる数の普通株式を交付する。

ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。この場合、当該平均

値が下限取得価額を下回るときは、Ｂ種優先株式１株の払込金相当額を当該下限取得価額で除して得られる数の

普通株式を交付する。

前記の普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、会社法に定める株式併合の場合に準じ

てこれを取扱う。

(5) 議決権

Ｂ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

(6) 新株引受権等

当社は、Ｂ種優先株主に対しては、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、株式又は新株

予約権の無償割当てを行わない。
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(7) Ｂ種優先株式についての株主の取得請求権に関する定め

Ｂ種優先株主は、当社に対し、Ｂ種優先株式の取得を請求することができる。

当社は、下記の取得の条件で、Ｂ種優先株式を取得するのと引換えに普通株式を交付する。

① 取得を請求することのできる期間

取得を請求することのできる期間は、平成21年10月１日から平成41年９月25日までとする。

② 取得価額

(イ)当初取得価額

175円

平成23年10月１日付で当社普通株式５株を１株に併合したことに伴い、当初取得価額は35円を５倍に調整

し、175円となっている。

なお、当初取得価額は、平成21年10月１日における普通株式の時価とし、当該価額が35円（但し、下記(ハ)

の調整を受ける。）を下回る場合は、35円としている。

上記「時価」とは、平成21年10月１日に先立つ195取引日目に始まる180取引日の株式会社東京証券取引所に

おける当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）

とし、その計算は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。

(ロ)取得価額の修正

取得価額は、平成22年10月１日以降平成40年10月１日までの毎年10月１日（以下、それぞれ「取得価額修正

日」という。）における普通株式の時価が当該取得価額修正日現在の取得価額を１円以上下回る場合には、

取得価額は当該取得価額修正日以降時価に修正されるものとする。ただし、当該時価が当初取得価額の80％

に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。ただし、下記(ハ)の調整

を受ける。）（以下、「下限取得価額」という。）を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とす

る。

上記「時価」とは、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所にお

ける当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）と

し、その計算は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。

(ハ)取得価額の調整

ａ．Ｂ種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、取得価額を次に定める算式(以下、「取得価額

調整式」という。）により調整する。調整後取得価額は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位

を切り上げる。（なお、次の算式において、「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有する当社

普通株式の数は含まないものとし、「新規発行株式数」には、当社が時価を下回る払込金額で処分する自

己株式数を含むものとする。）

　　 　 　 　 既発行

株式数
＋

新規発行
株式数

×
１株当たり
払込金額 　

　 調整後
取得価額

＝
調整前
取得価額

×
１株当たり時価 　

　 既発行株式数＋新規発行株式数 　
　

(ⅰ) 取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合

調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、又は普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準

日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用する。

(ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後取得価額は、株式の分割のための基準日がある場合は、その基準日の翌日以降、当該株式の

分割のための基準日がない場合は、当社の取締役会において株式分割の効力発生日と定めた日の翌

日以降、これを適用する。ただし、分配可能額から資本に組入れられることを条件として、その部

分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨、取締役会で決議をする場合において、当該分

配可能額の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための基準日とする

場合は、調整後取得価額は、当該分配可能額の資本組入の決議をした株主総会の終結の日の翌日以

降、これを適用する。

(ⅲ) 取得価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換する事ができる株式又

は権利行使する事ができる新株予約権若しくは新株予約権付社債を発行する場合

調整後取得価額は、その証券の発行日に、又は募集のための株主割当日がある場合はその日の終わ

りに、発行される証券の全額が当初の条件で転換又は行使され当社の普通株式が交付されたものと

みなし、その発行日以降、これを適用する。

ｂ．上記ａ．各号に掲げる場合のほか、合併、資本の減少又は普通株式の併合等により取得価額の調整を必要

とする場合には、取締役会が適当と判断する価額に変更される。
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ｃ．取得価額調整式で使用する１株当たり時価は、調整後取得価額を適用する日（ただし、上記ａ．(ⅱ)号但

書の場合には基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普

通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、その計

算は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記45取引日の間に当該取得

価額の調整をもたらす事由が生じた場合においては、調整後取得価額は、上記ａ．に準じて調整される。

ｄ．取得価額調整式で使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な取得価額と

する。

ｅ．取得価額調整式で使用する既発行株式数は、基準日がある場合はその日（ただし、株式の分割を行うため

の当社の取締役会において株式の分割のための基準日以外の日を株式分割の効力発生日と定めた場合は、

その日）、基準日がない場合は、調整後取得価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の既発行株式

数（当該新規発行分は含まない。）とする。

ｆ．取得価額調整式により算出された調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまる場合

は、取得価額の調整は行わない。ただし、その後取得価額の調整を必要とする事由が発生し、取得価額を

算出する場合には、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて調整前取得価額からこの差額を差し引い

た額を使用する。

(ニ)引換えに交付すべき普通株式数

Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式数は、次のとおりとする。
　

　 引換えに交付すべき

普通株式数
＝

Ｂ種優先株主が取得を請求した

Ｂ種優先株式の払込金額総額
÷ 取得価額

　

　

交付すべき株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

(8) 優先順位

発行する各種の優先株式の優先配当金、累積未払配当金並びに残余財産の支払順位は、同順位とする。

９ 第一回から第三回Ｃ種優先株式の内容は次のとおりである。（以下、「Ｃ種優先株式」という。）

(1) 第一回Ｃ種優先株式

① 優先配当金

１株当たりの優先配当金（以下、「第一回Ｃ種優先配当金」という。）の額は、第一回Ｃ種優先株式の１株当た

りの払込金額（275円）に、それぞれの事業年度毎に下記の配当年率（以下、「第一回Ｃ種優先配当年率」とい

う。）を乗じて算出した額とする。ただし、初年度の第一回Ｃ種優先配当金については、平成15年８月26日から

当該事業年度の最終日までの日数（初日及び最終日を含む。）で日割り計算した額とする。

第一回Ｃ種優先配当金は、円位未満小数第４位を四捨五入し、上限は27円50銭とする。

記

第一回Ｃ種優先配当年率 ＝ 日本円TIBOR（１年物） ＋ 1.25％

② 第一回Ｃ種優先株式についての株主の取得請求権に関する定め

第一回Ｃ種優先株主は、当社に対し、Ｃ種優先株式の取得を請求することができる。

当社は、下記の取得の条件で、第一回Ｃ種優先株式を取得するのと引換えに普通株式を交付する。

(イ)取得請求期間

平成19年10月１日から平成34年９月30日まで

(ロ)取得価額

(a)当初取得価額

335円

平成23年10月１日付で当社普通株式５株を１株に併合したことに伴い、当初取得価額は67円を５倍に調

整し、335円となっている。

(b)取得価額の修正

取得価額は、平成20年10月１日以降平成34年９月30日まで、毎年10月１日（以下、本項においてそれぞ

れ「各取得価額修正日」という。）に、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（以

下、本項においてそれぞれ「各時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当社の普

通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数は除く。）に修正され

る。（修正後取得価額は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記の

時価算定期間内に、下記(4)⑦で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、下記(4)

⑦に準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。）

ただし、上記計算の結果、修正後取得価額が当初取得価額（ただし、下記(4)⑦により調整される。）の

80％に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以下、本項にお

いて「下限取得価額」という。ただし、下記(4)⑦により調整される。）を下回る場合には下限取得価額

をもって、また、修正後取得価額が当初取得価額（ただし、下記(4)⑦により調整される。）を上回る場

合には当初取得価額（ただし、下記(4)⑦により調整される。）をもって修正後取得価額とする。
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(2) 第二回Ｃ種優先株式

① 優先配当金

１株当たりの優先配当金（以下、「第二回Ｃ種優先配当金」という。）の額は、第二回Ｃ種優先株式の１株当た

りの払込金額（275円）に、それぞれの事業年度毎に下記の配当年率（以下、「第二回Ｃ種優先配当年率」とい

う。）を乗じて算出した額とする。ただし、初年度の第二回Ｃ種優先配当金については、平成15年８月26日から

当該事業年度の最終日までの日数（初日及び最終日を含む。）で日割り計算した額とする。

第二回Ｃ種優先配当金は、円位未満小数第４位を四捨五入し、上限は27円50銭とする。

記

第二回Ｃ種優先配当年率 ＝ 日本円TIBOR（１年物） ＋ 1.50％

② 第二回Ｃ種優先株式についての株主の取得請求権に関する定め

第二回Ｃ種優先株主は、当社に対し、Ｃ種優先株式の取得を請求することができる。

当社は、下記の取得の条件で、第二回Ｃ種優先株式を取得するのと引換えに普通株式を交付する。

(イ)取得請求期間

平成20年10月１日から平成35年９月30日まで

(ロ)取得価額

(a)当初取得価額

335円

平成23年10月１日付で当社普通株式５株を１株に併合したことに伴い、当初取得価額は67円を５倍に調

整し、335円となっている。

(b)取得価額の修正

取得価額は、平成21年10月１日以降平成35年９月30日まで、毎年10月１日（以下、本項においてそれぞ

れ「各取得価額修正日」という。）に、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（以

下、本項においてそれぞれ「各時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当社の普

通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数は除く。）に修正され

る。（修正後取得価額は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記の

時価算定期間内に、下記(4)⑦で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、下記(4)

⑦に準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。）

ただし、上記計算の結果、修正後取得価額が当初取得価額（ただし、下記(4)⑦により調整される。）の

75％に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以下、本項にお

いて「下限取得価額」という。ただし、下記(4)⑦により調整される。）を下回る場合には下限取得価額

をもって、また、修正後取得価額が当初取得価額（ただし、下記(4)⑦により調整される。）を上回る場

合には当初取得価額（ただし、下記(4)⑦により調整される。）をもって修正後取得価額とする。

(3) 第三回Ｃ種優先株式

① 優先配当金

１株当たりの優先配当金（以下、「第三回Ｃ種優先配当金」という。）の額は、第三回Ｃ種優先株式の１株当た

りの払込金額（275円）に、それぞれの事業年度毎に下記の配当年率（以下、「第三回Ｃ種優先配当年率」とい

う。）を乗じて算出した額とする。ただし、初年度の第三回Ｃ種優先配当金については、平成15年８月26日から

当該事業年度の最終日までの日数（初日及び最終日を含む。）で日割り計算した額とする。

第三回Ｃ種優先配当金は、円位未満小数第４位を四捨五入し、上限は27円50銭とする。

記

第三回Ｃ種優先配当年率 ＝ 日本円TIBOR(１年物) ＋ 1.75％

② 第三回Ｃ種優先株式についての株主の取得請求権に関する定め

第三回Ｃ種優先株主は、当社に対し、Ｃ種優先株式の取得を請求することができる。

当社は、下記の取得の条件で、第三回Ｃ種優先株式を取得するのと引換えに普通株式を交付する。

(イ)取得請求期間

平成21年10月１日から平成36年９月30日まで

(ロ)取得価額

(a)当初取得価額

335円

平成23年10月１日付で当社普通株式５株を１株に併合したことに伴い、当初取得価額は67円を５倍に調

整し、335円となっている。

EDINET提出書類

飛島建設株式会社(E00063)

四半期報告書

 9/27



　
(b)取得価額の修正

取得価額は、平成22年10月１日以降平成36年９月30日まで、毎年10月１日（以下、本項においてそれぞ

れ「各取得価額修正日」という。）に、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（以

下、本項においてそれぞれ「各時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当社の普

通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数は除く。）に修正され

る。（修正後取得価額は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記の

時価算定期間内に、下記(4)⑦で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、下記(4)

⑦に準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。）

ただし、上記計算の結果、修正後取得価額が当初取得価額（ただし、下記(4)⑦により調整される。）の

70％に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以下、本項にお

いて「下限取得価額」という。ただし、下記(4)⑦により調整される。）を下回る場合には下限取得価額

をもって、また、修正後取得価額が当初取得価額（ただし、下記(4)⑦により調整される。）を上回る場

合には当初取得価額（ただし、下記(4)⑦により調整される。）をもって修正後取得価額とする。

(4) 全てのＣ種優先株式に共通する事項

① 非累積条項

ある事業年度においてＣ種優先株式を有する株主（以下、「Ｃ種優先株主」という）又はＣ種優先株式の登録株

式質権者（以下、「Ｃ種優先登録株式質権者」という）に対して支払う剰余金の配当の額が優先配当金の額に達

しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

② 非参加条項

Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録株式質権者に対しては、優先配当金を超えて剰余金の配当を行わない。

③ 残余財産の分配

当社の残余財産の分配をするときは、Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録株式質権者に対し、普通株式を有する株主

又は普通株式の登録株式質権者に先立ち、優先株式１株につき275円を支払う。Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録

株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配を行わない。

④ 買受け又は消却

当社は、いつでもＣ種優先株式を買い入れ、これを株主に配当する利益をもって当該買入価額により消却するこ

とができる。

⑤ 議決権

Ｃ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

⑥ 新株引受権等

Ｃ種優先株式について、株式の併合又は分割を行わない。また、Ｃ種優先株主に対しては、募集株式又は募集新

株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また、株式又は新株予約権の無償割当てを行わない。

⑦ 取得価額の調整

取得価額は、Ｃ種優先株式発行後、当社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は処分する場合に、

次に定める算式（以下、「取得価額調整式」という。）により調整され、その他一定の場合にも取得価額調整式

その他一定の算式により調整される。取得価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第１位まで算出

し、その小数第１位を切り上げる。

上記のほか、合併、資本の減少又は普通株式の併合等により取得価額の調整を必要とする場合には、取締役会が

適当と判断する価額に変更される。

既発行普通株式数＋
新規発行・処分普通株式数×１株当たりの払込金額

１株当たりの時価
 

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額

 

×

　

　 既発行普通株式数＋新規発行・処分普通株式数

⑧ Ｃ種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式数

Ｃ種優先株式の取得と引換えに交付すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。

引換えに交付すべき

普通株式数
＝

株主が取得を請求したＣ種優先株式の払込金額の総額

取得価額

交付すべき株式数の算出にあたっては、１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨てる。
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⑨ Ｃ種優先株式の取得条項に関する定め

取得請求期間中に取得請求のなかったＣ種優先株式は、同期間の末日の翌日（以下、「一斉取得日」という。）

に当社が当該株式の全部を取得するのと引換えに、Ｃ種優先株主に対し、優先株式１株の払込金相当額を、一斉

取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎

日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数は除く。以下、「一斉取得価額」という。）で除して

得られる数の普通株式を交付する。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位

を切り上げる。

この場合、一斉取得価額が各Ｃ種優先株式における下限取得価額を下回る場合には下限取得価額をもって、ま

た、一斉取得価額が上限取得価額を上回る場合には上限取得価額をもって一斉取得価額とする。上限取得価額と

は、当初取得価額に等しい金額（ただし、上記⑦により調整される。）をいう。

前記の普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じたときは、会社法に定める株式併合の場合に準じ

てこれを取扱う。

⑩ 優先順位

当社の発行する各種の優先株式の優先配当金並びに残余財産の分配の支払順位は、同順位とする。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項なし

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

当第２四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が以下

のとおり、行使された。
　

第二回Ｃ種優先株式

　
第２四半期会計期間

(平成25年７月１日から平成25年９月30日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等の数(個)
2,081,400

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数(株) 2,271,369

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) 252.00

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額(百万円) ―

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行使価

額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計(個)
12,121,000

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新

株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数(株)
11,572,320

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新

株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円)
288.04

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新

株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額(百万円)
―

(注) 平成23年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っている。これに伴い、当該行使価額修

正条項付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数及び累計の平均行使価額等は、株式併合後の株式数及

び金額で記載している。

　
　
(4) 【ライツプランの内容】

　

該当事項なし
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年７月１日～
平成25年９月30日

2,271,369 193,688,093 ― 5,519 ― 2,980

（注）発行済株式総数の増加は、第二回Ｃ種優先株式2,081,400株の取得請求権の行使による普通株式の増加である。

　

(6) 【大株主の状況】

① 所有株式数別

平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３ 51,952 26.82

リーマン ブラザーズ コマー

シャル コーポレーション アジ

ア リミテッド（イン リクイ

デーション）

（常任代理人 株式会社ＫＰＭＧ 

ＦＡＳ）

81F,PRINCE'S BUILDING,10 CHARTER ROAD,

CENTRAL,HONG KONG

 

（東京都千代田区丸の内１－８－１）

 

6,500 3.36

トビシマ共栄会 神奈川県川崎市高津区坂戸３－２－１ 5,624 2.90

飛島建設株式会社自社株投資会 神奈川県川崎市高津区坂戸３－２－１ 2,809 1.45

クレデイ スイス アーゲー チ

ユーリツヒ レジデント トウキ

ヨウ

（常任代理人 株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行）

UETLIBERGSTRASSE 231 P.O.BOX 600 CH-8070

ZURICH SWITZERLAND

 

（東京都千代田区丸の内２－７－１）

 

1,900 0.98

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 1,588 0.82

株式会社Ｅ＆ＣＳ 神奈川県川崎市高津区坂戸３－２－１ 1,565 0.81

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口６)
東京都中央区晴海１－８－11 1,277 0.66

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口３)
東京都中央区晴海１－８－11 1,173 0.61

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口２)
東京都中央区晴海１－８－11 1,038 0.54

計 ― 75,429 38.94

(注) １ 株式会社Ｅ＆ＣＳが所有している株式については、会社法施行規則第67条第１項の規定により議決権を有し

ていない。

２ 上記の他、当社所有の自己株式6,140千株(3.17％)がある。

３ 所有株式数には普通株式と優先株式を合算して記載している。なお、優先株式を所有している株主は、次の

とおりである。

氏名又は名称 種類
所有株式数
(千株)

株式会社みずほ銀行

普通株式 1,159

Ｂ種優先株式 3,300

第二回Ｃ種優先株式 24,242

第三回Ｃ種優先株式 23,251

計 51,952

リーマン ブラザーズ コマーシャル コーポ
レーション アジア リミテッド（イン リク
イデーション）

第一回Ｃ種優先株式 6,500

計 6,500
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② 所有議決権数別

平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
(個)

総株主の議決権
に対する
所有議決権数
の割合(％)

トビシマ共栄会 神奈川県川崎市高津区坂戸３－２－１ 56,245 4.37

飛島建設株式会社自社株投資会 神奈川県川崎市高津区坂戸３－２－１ 28,096 2.19

クレデイ スイス アーゲー チ

ユーリツヒ レジデント トウキ

ヨウ

（常任代理人 株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行）

UETLIBERGSTRASSE 231 P.O.BOX 600 CH-8070

ZURICH SWITZERLAND

 

（東京都千代田区丸の内２－７－１）

 

19,000 1.48

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 15,885 1.24

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口６)
東京都中央区晴海１－８－11 12,779 0.99

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口３)
東京都中央区晴海１－８－11 11,731 0.91

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３ 11,594 0.90

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口２)
東京都中央区晴海１－８－11 10,385 0.81

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口８)
東京都中央区晴海１－８－11 10,196 0.79

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口５)
東京都中央区晴海１－８－11 9,874 0.77

計 ― 185,785 14.45

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式

Ｂ種優先株式
第一回Ｃ種優先株式
第二回Ｃ種優先株式
第三回Ｃ種優先株式

3,300,000
6,500,000
30,242,000
23,251,000

―
「１（1）②発行済株式」
の「内容」の記載を参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式
(相互保有株式)
普通株式

140,800
 

1,565,100

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式

完全議決権株式(その他) 普通株式 128,570,900 1,285,709 同上

単元未満株式 普通株式 118,293 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 　 193,688,093 ― ―

総株主の議決権 ― 1,285,709 ―

(注) １ 上記「無議決権株式」の第二回Ｃ種優先株式には、当社所有の自己株式が6,000,000株含まれている。

２ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株含まれている。

   また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が11個含まれている。

３ 「単元未満株式」の欄には当社所有の自己株式が24株含まれている。
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② 【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
飛島建設株式会社

東京都千代田区九段北１－13
－５

140,800
 
―

140,800 0.07

(相互保有株式)
株式会社Ｅ＆ＣＳ

神奈川県川崎市高津区坂戸３
－２－１

1,565,100
 
―

1,565,100 0.81

計 ― 1,705,900 ― 1,705,900 0.88

(注) この他株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が800株(議決権８個)ある。なお、

当該株式は①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄に含めている。

　

２ 【役員の状況】

　

該当事項なし
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載

している。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成25年７月１

日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けてい

る。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 11,984 6,984

受取手形・完成工事未収入金等
※１ 49,499 40,812

販売用不動産 1,011 957

未成工事支出金等 2,988 2,449

その他 9,622 7,436

貸倒引当金 △123 △61

流動資産合計 74,982 58,579

固定資産

有形固定資産 13,830 13,689

無形固定資産 551 543

投資その他の資産

その他 7,313 7,519

貸倒引当金 △557 △558

投資その他の資産合計 6,755 6,961

固定資産合計 21,137 21,194

繰延資産 0 1

資産合計 96,120 79,774
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 41,968 36,217

短期借入金
※２ 17,107 ※２ 10,800

未成工事受入金 6,229 5,298

預り金 11,185 8,671

完成工事補償引当金 248 284

工事損失引当金 79 169

その他 1,078 864

流動負債合計 77,897 62,307

固定負債

退職給付引当金 5,674 5,305

環境対策引当金 106 77

その他 446 548

固定負債合計 6,227 5,931

負債合計 84,125 68,238

純資産の部

株主資本

資本金 5,519 5,519

資本剰余金 7,176 7,176

利益剰余金 411 △243

自己株式 △1,369 △1,369

株主資本合計 11,739 11,082

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 251 445

為替換算調整勘定 1 4

その他の包括利益累計額合計 252 449

少数株主持分 3 3

純資産合計 11,995 11,536

負債純資産合計 96,120 79,774
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

売上高

完成工事高 44,806 50,093

開発事業等売上高 502 662

売上高合計 45,309 50,755

売上原価

完成工事原価 43,222 48,362

開発事業等売上原価 386 372

売上原価合計 43,609 48,734

売上総利益

完成工事総利益 1,583 1,731

開発事業等総利益 116 289

売上総利益合計 1,699 2,021

販売費及び一般管理費
※１ 2,221 ※１ 2,283

営業損失（△） △521 △262

営業外収益

受取配当金 28 61

貸倒引当金戻入額 175 62

その他 19 90

営業外収益合計 224 214

営業外費用

支払利息 176 143

退職給付会計基準変更時差異の処理額 173 173

シンジケートローン手数料 135 143

その他 244 95

営業外費用合計 729 554

経常損失（△） △1,026 △602

特別利益

固定資産売却益 0 0

特別利益合計 0 0

特別損失

固定資産売却損 0 0

その他 2 0

特別損失合計 2 0

税金等調整前四半期純損失（△） △1,028 △602

法人税、住民税及び事業税 55 52

法人税等合計 55 52

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,083 △655

少数株主利益又は少数株主損失（△） 0 △0

四半期純損失（△） △1,083 △655
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,083 △655

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1 194

為替換算調整勘定 1 3

その他の包括利益合計 △0 197

四半期包括利益 △1,084 △458

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,084 △458

少数株主に係る四半期包括利益 0 0
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,028 △602

減価償却費 235 236

貸倒引当金の増減額（△は減少） △176 △61

工事損失引当金の増減額（△は減少） △71 90

退職給付引当金の増減額（△は減少） △296 △369

受取利息及び受取配当金 △36 △67

支払利息 176 143

為替差損益（△は益） 8 △15

投資有価証券評価損益（△は益） 0 －

売上債権の増減額（△は増加） 10,997 8,874

販売用不動産の増減額（△は増加） △2 53

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △1,873 538

未収消費税等の増減額（△は増加） △886 1,080

未収入金の増減額（△は増加） △66 1,082

その他の資産の増減額（△は増加） 52 74

仕入債務の増減額（△は減少） △3,473 △5,937

未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,619 △931

預り金の増減額（△は減少） 202 △2,514

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,431 94

その他の負債の増減額（△は減少） 29 △249

その他 △26 36

小計 4,951 1,554

利息及び配当金の受取額 34 65

利息の支払額 △166 △132

法人税等の支払額 △137 △141

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,681 1,345

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △42 △25

無形固定資産の取得による支出 △44 △57

投資有価証券の取得による支出 △195 △5

貸付けによる支出 △11 △6

貸付金の回収による収入 15 46

その他 8 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △270 △47

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △225 △6,307

長期借入金の返済による支出 △0 △0

その他 △9 △9

財務活動によるキャッシュ・フロー △235 △6,316

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12 15

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,163 △5,003

現金及び現金同等物の期首残高 4,982 11,859

現金及び現金同等物の四半期末残高 9,145 6,856
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

該当事項なし

　

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

該当事項なし

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

該当事項なし

　

(四半期連結貸借対照表関係)
　

１ 偶発債務（保証債務）

 (1) 下記の会社等の住宅分譲手付金返還債務等に対して、次のとおり保証を行っている。

　 　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

㈱グローバル・エルシード（手付金） ―百万円 445百万円

㈱グローベルズ（手付金） ―　 214　

従業員(住宅ローン) 3　 2　

㈱タカラレーベン（手付金） 331　 ―　

計 334　 662　

　
 (2) 下記の会社の工事請負契約に対して、次のとおり工事履行保証を行っている。

　 　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

西松建設㈱ 3,748百万円 160百万円

　

２ 受取手形裏書譲渡高

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

6百万円 4百万円
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３ ※２　シンジケーション方式タームローン契約

    前連結会計年度（平成25年３月31日）

   当社は、取引金融機関とシンジケーション方式タームローン契約（総額10,500百万円）を締結している

が、当該契約には、下記の通り財務制限条項が付されている。
　

① 各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が、２期連続して損失とならないようにする

こと。

② 各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が、２期連続して損失とならないようにする

こと。

③ 各年度の単体の自己資本比率を10％以上に維持すること。

 

    当第２四半期連結会計期間（平成25年９月30日）

   当社は、取引金融機関とシンジケーション方式タームローン契約（総額10,800百万円）を締結している

が、当該契約には、下記の通り財務制限条項が付されている。
　

① 各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が、２期連続して損失とならないようにする

こと。

② 各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が、２期連続して損失とならないようにする

こと。

③ 各年度の単体の自己資本比率を10％以上に維持すること。

　

４ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休業日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会

計年度末残高に含まれている。

　 　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

※１ 受取手形 3百万円 ―　
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(四半期連結損益計算書関係)

１ ※１ このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりである。

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

従業員給料手当 935百万円 994百万円

退職給付費用 82　 54　

　

２ 前第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日) 及び当第２四半期連結累計

期間(自 平成25年４月１日　至 平成25年９月30日)

   当社グループの完成工事高は、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中している

ため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結

会計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動がある。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
　

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

現金預金勘定 9,350百万円 6,984百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△205　 △127　

現金及び現金同等物 9,145　 6,856　
　

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日) 及び当第２四半期連結累

計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)
　

該当事項なし
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日)

　１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 （単位：百万円）

　 土木事業 建築事業 開発事業等 計
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)２

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 25,523 19,283 502 45,309 ― 45,309

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― 38 38 △38 ―

計 25,523 19,283 541 45,347 △38 45,309

セグメント損益 282 △295 100 86 △608 △521

(注) １ セグメント損益の調整額△608百万円には、セグメント間取引消去△38百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△569百万円が含まれている。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

る。

２  セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。

　

　２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項なし

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

　１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 （単位：百万円）

　 土木事業 建築事業 開発事業等 計
調整額
(注)１

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)２

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 25,103 24,989 662 50,755 ― 50,755

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― 39 39 △39 ―

計 25,103 24,989 702 50,795 △39 50,755

セグメント損益 375 △358 273 290 △553 △262

(注) １ セグメント損益の調整額△553百万円には、セグメント間取引消去△39百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△513百万円が含まれている。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

る。

２  セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。

　

　２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項なし
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ないため、記載を省略している。

　

(有価証券関係)

有価証券は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略している。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はない。

　

(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間(自 平成25年７月１日 至 平成25年９月30日)

該当事項なし

　
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

１株当たり四半期純損失 8.97円 5.26円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純損失（百万円） 1,083 655

普通株主に帰属しない金額（百万円） 6 5

（うちＢ種優先株式に係る剰余金配当による
優先配当額（要支給額）（百万円））

(6) (5)

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 1,090 661

普通株式の期中平均株式数（千株） 121,489 125,821

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

――――――― ―――――――

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失が計上されているため記載して

いない。

　

２ 【その他】

　

該当事項なし
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし
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指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   城   戸   和   弘   印

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   日   下   靖   規   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年11月７日

飛 島 建 設 株 式 会 社

　 取  締  役  会  御中

　

有限責任監査法人  トーマツ

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている飛
島建設株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間
(平成25年７月１日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25
年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、飛島建設株式会社及び連結子会社の平成25
年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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